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近年，我が国においては，自殺による死亡者数が高い水準で推移している状況に

あり，誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指して，これに対処して

いくことが重要な課題となっていることに鑑み，自殺対策に関し，基本理念を定め，

及び国，地方公共団体等の責務を明らかにするとともに，自殺対策の基本となる事

項を定めること等により，自殺対策を総合的に推進して，自殺の防止を図り，あわ

せて自殺者の親族等の支援の充実を図り，もって国民が健康で生きがいを持って暮

らすことのできる社会の実現に寄与することを目的とする。

(2) 基本理念（法第２条第１項，第２項，第５項関係）

ア 自殺対策は，生きることの包括的な支援として，全ての人がかけがえのない個

人として尊重されるとともに，生きる力を基礎として生きがいや希望を持って暮

らすことができるよう，その妨げとなる諸要因の解消に資するための支援とそれ

を支え，かつ，促進するための環境の整備充実が幅広く，かつ，適切に図られる

ことを旨として，実施されなければならない。

イ 自殺対策は，自殺が個人的な問題としてのみ捉えられるべきものではなく，そ

の背景に様々な社会的な要因があることを踏まえ，社会的な取組として実施され

なければならない。

ウ 自殺対策は，保健，医療，福祉，教育，労働その他の関連施策との有機的な連

携が図られ，総合的に実施されなければならない。

(3) 国，地方公共団体及び国民の責務

ア 国の責務（法第３条第１項関係）

国は，基本理念にのっとり，自殺対策を総合的に策定し，及び実施する責務を

有する。

イ 地方公共団体の責務（法第３条第２項関係）

地方公共団体は，基本理念にのっとり，自殺対策について，国と協力しつつ，

当該地域の状況に応じた施策を策定し，及び実施する責務を有する。

ウ 国民の責務（法第５条関係）

国民は，生きることの包括的な支援としての自殺対策の重要性に関する理解と

関心を深めるよう努めるものとする。

(4) 自殺予防週間，自殺対策強化月間（法第７条関係）

ア 自殺予防週間（９月10日～９月16日）を設け，啓発活動を広く展開する。

イ 自殺対策強化月間（３月）を設け，自殺対策を集中的に展開する。

(5) 関係者の連携協力（法第８条関係）

国，地方公共団体，医療機関，事業主，学校，自殺対策に係る活動を行う民間の

団体その他の関係者は，自殺対策の総合的かつ効果的な推進のため，相互に連携を

図りながら協力するものとする。

(6) 名誉及び生活の平穏への配慮（法第９条関係）

自殺対策の実施に当たっては，自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分に配意し，いやしくもこれを不当に侵害することのな

いようにしなければならない。

(7) 都道府県自殺対策計画等（法第13条関係）
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都道府県・市町村は，それぞれ都道府県自殺対策計画，市町村自殺対策計画を定

めるものとする。

(8) 基本的施策（法第19条関係）

国及び地方公共団体は，自殺をする危険性が高い者を早期に発見し，相談その他

の自殺の発生を回避するための適切な対処を行う体制の整備及び充実に必要な施策

を講ずるものとする。

(9) 自殺総合対策会議の設置（法第23条関係）

内閣府に，特別な機関として，次の事務を行う自殺総合対策会議を置くこととす

る。

ア 政府が推進すべき自殺対策の指針として，基本的かつ総合的な自殺対策の大綱

の案を作成すること。

イ 自殺対策について必要な関係行政機関相互の調整をすること。

ウ 上記のア，イに掲げるもののほか，自殺対策に関する重要事項について審議し，

及び自殺対策の実施を推進すること。

３ 運用上の留意事項

各署においては，次の点に留意の上，法の趣旨を踏まえた警察活動が行われるよう

に配意されたい。

(1) 自殺者の名誉や自殺者遺族の心情等に配意した対応の徹底

警察職員が自殺者，自殺者遺族，自殺未遂者等に関係する業務に従事する場合に

は，自殺者の名誉や自殺者遺族及び自殺未遂者の心情等を不当に傷つけることのな

いよう十分に配意すること。

(2) 自殺するおそれのある行方不明者に関する行方不明者発見活動の適切な実施

遺書，平素の言動その他の事情により自殺するおそれのある行方不明者について

保護者等から行方不明者届を受理した場合は，「行方不明者発見活動に関する規則

の運用上の留意事項及び各書面の様式の制定について（通達）」（平成27年５月21日

付け鹿生企第217号ほか）に基づき，速やかにそれぞれの態様に応じた捜索等の発見

活動を開始するとともに，本部の主管課長を経由して本職に報告するなど，必要な

措置を徹底すること。

(3) インターネット上の自殺予告事案への適切な措置

「インターネット上の自殺予告に係る対処要領の制定について（通達）」（平成26

年２月28日付け鹿生環第54号ほか）に基づき，インターネット上の自殺予告事案へ

の適切な対応に努めること。

(4) 自殺に関する相談を受けた場合の適切な措置

自殺を企図している旨の相談など，自殺に関する相談を受けた場合は，事案に応

じた適切な対応措置を講ずること。この場合において，必要に応じて，関係機関等

と緊密に連携を図ること。

４ 改正の概要

自殺対策基本法の一部を改正する法律の概要は別添のとおり




